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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は　じ　め　に
　さいきんのわが国の企業における賃金決定上の明白な傾向は簡単，複雑職種の賃金の一般水準を
無視しては個々の賃金をきめることができなくなってきている，ということである．労働組合をひ
とつの制度として容認するということも賃金にかんしては上の事情をさしている．
　この傾向はさいきん急にうまれたものではない．労働力か商品であるかぎり賃金はある水準に平
均化する傾向をしめすし，それにおうじて企業は賃金の水準を考慮にいれざるをえなかった．
　しかし資本はつねに経営上の配慮から賃金総額をまずさだめ，そのわくのなかで必要な数の労働
者を雇用することを考えがちである．賃金総額を前提とし，しかるのち個々の職種の労働者の賃金
をわりだすこの方法を，わたしはかりに賃金基金説的現実とよんだ．
　これにたいしてさいきんの資本は個々の職種の賃金水準を前提にして賃金総額をはじきだすこと
を強いられている．
　わたしがかりに名づけた賃金基金説的現実とこのさいきんの傾向と.の･は.げしい･ぶつかりあいを，
具体的に考察する機会をえた．
　　　　　　　　　　　ｉ　●　　　　　　　　　　　　Ｆ　Ｉ　　　　　　　　　　●　　・　　●Ｆえられた資料は高知県室戸岬の遠洋鮪漁業にかんするものである.，
　本年i（昭和40年）はじめ，室戸市室戸岬町（津呂港）にある室戸岬船員同志会¬労働組合-
から鮪漁船員の職務分掌から労働の格付けにいたる一連の作業に手をつけるようにという要請があ
り，２月下旬にあらためて室戸岬鰹鮪船主組合から正式にその件を依頼されることになった．
　不運にも調査の機会をたびたび失い，充分な資料をえていないが，上の一連の作業にあたるため
のわたしなりの姿勢をととのえる必要をかんじ，このお11えがきをつくった．
　ここでは鮪漁業労働そのものについての叙述はさけて，個別企業内の賃金決定を賃金総額と個別
賃金という題目で，賃金形態の分析をとおして論ずることになる．叙述のための資料は鮪漁業,にも
とめられるが，個別企業内における賃金決定という一般的な題目のもとに論じられつつある，いく
つかの論点に間接にふれることIになろう．
　なお念のためにつけくわえるが室戸岬鮪漁船員には年功序列賃金はない．年功序列賃金について
はわたしはすでにそれが恣意的な個別資本の企業内賃金政策によってうまれるのではなくて，労働
力の価値法則のなかでそれがうまれることを論じ七きた．年功序列賃金の原型は賃金の運動法則に
よって社会的に形成されるのである．他方において企業間の労働力移動の相対的な制約のなかで，
企業間の生産性格差は企業間賃金格差をうみだすが，わが国,ではこの格差は年功,序列賃金をめぐっ
てあらわれる．
　個別資本の側からみれば，大企業では賃金総額は年令別生活費を前提に計算されていることにな
る．しかしこのばあいにあっても資本の賃金基金説めいた配慮はいぜんとしてつらぬいており，そ
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　-
のために若年労働者の雇用か拡大するとともに中高年令層は失職する．
　しかし，このおぽえかきでは年功序列賃金と賃金基金説的現実との関係にはふれなかった．
　ここではもっと一般的に職種別賃金とそれらの総額との関係をみることになる.
　（室戸岬の賃金についての解釈は，とくに断わりのあるものをのぞい七，･わたし個人のものであ
る．なお文中の図表はわたしの個人的目的のために原資料をいくらかかきあらためたものである.）
-
　まず，室戸岬遠洋鮪漁船における戦後の賃金形態の変化をみる．
　ここでは戦後に大仲歩合給制が採用された（文中ではそれをたんに大仲制とよぶ）．
　大仲制とは水揚高（額）からまず大仲経費等をさしひき，その残りを船主と船員のあいだで一定
の比率で配分しあうものである．
　室戸岬の旧協約書によれば大仲経費等にはつぎのものがふくまれた．
　大仲経費等の内容
　　　　　1.市場手数料（水揚市場の規定にしたがう）∩
教育，生産，厚生福祉費（水揚金心．‘1％レ
　　　　　3.漁具補充積立金（水揚金額の5～10％）　　　　t
4.大仲経費　　　　　　　　　　　　プ
　　　　　　　燃料費，餌代，氷代，冷凍保鮮費，食糧費（以上全額）
　　　　　　　甲板，機関，漁具，無線電機消既品費（以上全額）
　　　　　　　通信費，雑費（以上全額）
　　　　　　|
船体，機関，無　電機ｲ３費（トン型により一定額）
　　　　　　　仕出賃金（馬力数と人役により一定額）　　　　　　ｋ
給食費（一定額）
　大仲経費のなかには当然船主が負担すべき航海，漁逆関係経費，食料費，衛生用品代のごとき法
定経費，あるいは算定基準のあいまいな祝儀や信仰費などもふくまれているし，同志会が非難する，
ようにその経費の内部では詐取か可能である．また室戸岬におけるごとく，大仲経費の内容を整理
し，そのなかから市場手数料，漁協歩金，繩引当金などをとりのぞいても，結局それらは大仲経費
同様，水揚高から天引されることになる．
　さて水揚高から大仲経費等を天引きした残りの額はさらにつぎの比率で船主と船員のあいだで分
配された.　　　　　　　　　　　　　　＠　　　　　　　’I
　大仲歩合給制の配分率（％）
ト　ン　型 39 100 159 192 239 253 259 280
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　このようにしてえられた船員の配分額はさらに船員個人がもう代数（しろすう）の合計によって
わられ，１人代（簡単職種甲板員）の賃金がえられ･る．代数はだいたい職種によってことなる，賃
金の配分係数である．（代数は新協約の基準・配分係数とほぽ同じ大いさ.）
　大仲制については海運局からつぎの批判がくわえられている．
　もともと鮪漁業にあっては投下資本および労働と漁獲高が，自然条件や魚価の変動のために，比
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例しない．大仲制はこのような経営の危険を共同経営的幻想のもとに，賃金の引下げによって船員
に転稼する．
　また鮪漁船は船主から通くはなれて操業するのであるが，大仲経費の節約か賃金の増大をもたら
すので，漁船設備の船員による自主管理，消費の節約をもたらす．
　しかも船主は遠くはなれていて船員の集団労働を刺激することかできる．
　それらのために経営の近代化がさまたげられ，はげしい労働が強制され，労働寿命がみじかくな
り（40才），労働条件の改善よりも水揚高の増大ないしは賃金総額の増大のみがくわだてられる．
しかもその裏では直接漁勁と関係のない，航海中の労働，陸上での労働は無償となるだけでなく，
水揚高が異常に小さければ漁炭労働そのものも無償となりうる．
　そのうえ，集団的漁逆作業に主眼をおくため，賃金の支払いが役付きをのぞいて一律になること
か多く，熟練か無視されがちである．
　過度の労働による疲労，職務分掌の混乱，経費の節約，神風操業のために海難が生ずる，云々と.
　　　（註）　大仲制のもとでの代数か漁励以外の労働を無償としていたか否かについてはのちにふれる．
　賃金理論の面から大仲歩合給制を考察しよう．
　水揚高も大仲経費も，その内部で種々の操作か可能であるにしても，金額そのものは一目瞭然で
ある．さらにその差額の配分率も船員の代数も明白である．そこでは生産高の配分をめぐる搾取率
がむきだしであり，こうした搾取形態は近代的企業ではみられない．
　しかもここにえられる賃金は，たとえていうならば，賃金基金説を地でいったようなものであ
り，わたしはこれをかりに賃金基金説的現実とよぶことにしたい．なぜなら，ここでは賃金総額が
前提となり，しかるのちに個々の労働者の賃金がきまるからである．
　いうまでもなく大仲制のもとでは水揚高と大仲経費を一定とすれば賃金総額は一定の大いさをと
ることになる．この基金説的現実は支払能力論の基盤になる．賃金を大きくするためには水揚高を
増さねばならず，ここに基金説は素朴な賃金生産力説に発展する．大仲制は集団的刺激給，しかも
一職種の賃上げが他職種の賃下げをもたらすという運命共同体的刺激給となる．
　陰蔽されざる搾取形態を別にすれば基金説的現実は鮪漁業にかぎられたものではない．陸上の企
業でも生産高から経費と利潤を天引きし，残りを賃金にあてるという方法がしばしばとられる．あ
るいはそれほど極端でなくても，たとえば賃金の一般水準をめぐる賃金の巾を考慮にいれて，かか
る方法がとられることがある．
　もちろん賃金基金説的現実を一般化することはゆるされないが,･部分的にはその説を実地に適用
したような事情がみられることは，わたしたちの経験ずるどころである．
　賃金基金説では賃金総額か前提となり，個々の労働者の賃金は結果としてえられるのであるが，
賃金が労働力の価格として独自の変動をしめしながら，しかもつねに労働力の価値法則によって支
配されているということが，その説を根本的にくつがえすのである．（もちろん理論の抽象的段階
では賃金総額も個別賃金もともに労働力の価値とみなされるか，理論が具体化するにつれて両者は
分離する.）　　　　　　　●.　　　　　　　　　　，
　このように考えるならば，賃金が労働力の価値法則によって規制されるということが基金説的現
実をうちやぶることはあきらかである．ここにその現実を打破するための鍵があるといえよう．
　したがって賃金水準の低下，あるいは個々の賃金の低下そのものは，ちょうど生理的（あるいは
それにちかい）貧困が基金説の一構成要素をなしていたように，基金説的現実をうちやぶる.ことは
できない．だが労働力の価値法則のもとでは賃金の低下はかならずそれをたかめようとする動きを
よびおこすのであって，これか基金説的現実をうちやぶるのである．
　だから，労働力が商品として取引きされ，その価格が価値法則によって支配されることを無視し
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ようとした大仲歩合給制はいずれは崩壊する運命にあったといえよ.う．
　かって航海日数のわりに水揚高が大きく，鮪漁業の生産性がたかかったとき｀，船員の家計も農業
や零細漁業の収入によって一部補充されていたので，大仲制はさして問題にはならなかった．
　鮪漁業の生産性がおち，貧困のなかで船員が賃金水準の維持，向上をくわだてるとき，それは新
らしい賃金形態に発展せざるをえなかったのである．
　大仲歩合給制が新らしい賃金形態に発展するための手段となるのは代数（しろすう）であった．．
　,代数とはいったいなにか．それは労働の格付けを表現したか，それともたんなる賃金の配分係数
であったか．
　それはおそらく自然発生的’な職種別賃金額を代数として把握したものであり，そのためにある程
度労働の格付けを意味していたにちがいない．　　　　　　　．
　このような自然発生的な労働の格付けは非難され右べきではない．本来この社会で,の格付けはそ
のようにしてなされるのである．　　　　　　　　　．．
　しかし労働の格付けか労働の質と量のみを評価要素としてなされる.のにたいして，現実の賃金の
動向は労働力の需給関係によってもかわってくる．そう･して労働の格付けは労働力の需給関係によ
る賃金の変動を可能なかぎりさけようとするものである．　　　　　　　　　　　　に
　家族主義的労･働方構成とその集団労働のために，あるいは代数以外の種々の手当や前渡金が代数
による賃金の決定にたいして調整的役割をえんじできたために，労働力の需給関係の変動のなか
で，代数は比較的安定していたが，しかし代数はけっして･労働の格付けを直接表現するものではな
かっ尭．
　しかも大仲制による賃金配分は，基準となる簡単職種，甲板員の瓦金を一定の水準に安定させる
ものではなかった．鮪漁業の特殊性のために水揚高がいちじるしく減ずるとき，甲板員はじめすべ
ての職種の賃金は極度に低下した．　　　　　　　　，
　つまり代数はたんに賃金の配分をきめるものであり，生産高の変動にﾆよって賃金は容易に生理的
最低生活費すらも下まわることができた．
　近代的な労働の格付けと賃金のあいだではそのような投機的な賃金変勁はさけられる．簡単職種
の賃金は抽象的には簡単労働力の価値にみあうよう叱設定ざれている．そうして複雑職穏の賃金は
簡単職種の賃金にたいして比例関係をもつとしても，それは代数による賃金にみられるような比例
関係にはならない．なぜなら複雑職種の賃金もまた複雑労働力の価値にみあうように設定されてい
るからである．だから，―職種の賃金の引上げは他職種の賃下げをもたらさない．
　一言でいえば，大仲制の代数は，なによりもまず，生産高からわりだされる賃金総額の配分係数
であり，それは消極的にしか労働の格付けを表現しなかっくたのである．そのために賃金はつよい投
機的性格をも,つていた．　　　　　　　　　　　で
　したがって大仲制にたいする言葉の批判は種々みられたか，実践上の批判は最低保障給の設定と
いう形をとった．それは漁獲の有無多少とは無関係に毎月支払われる．
　室戸岬では39年７月に，のちにみる固定給への暫定措置として，従来の大仲制のわくのなかで，
月18,300円か最低保障給として固定された．
　最低保障給は大仲制の賃金基金説的現実をその内部からうちくずすための布石となりうるもので
あっ.だ．・　．･ノ∠ヶ
　なぜなら｀ば,:寸分に,くりかえしのべてきたよう叱．大仲制のもとでの賃金にあって,は毎月かなら
ず支払われる賃金額をきめること自体が賃金の引上げを意味しだからである.一　　　　　　　　‥
　最低保障給は下級職種の賃金の底をあげるために，基金説的現実にあうてはそれは上級職種の賃
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金を引下げるおそれがある．それをさけるためには労働の格付けと職種別標準賃金の設定がなされ
なければならない．
　職種別標準賃金にいたる過程でうまれたのは賃金の一部固定給化である.
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　昭和39年10月24日，室戸岬鰹鮪船主組合と船員同志会は川年来の懸案であり，3’年にわたる交渉
の成果でIある，賃金の一部固定給化に成功した．これは固定給付き奨励金瞑ともいわれる．
づ最低保障給のもとでの船員の労働意欲の向上と･水揚高の増大か=この交渉をおしすすめるのに役だ
ったといわれる．当.時すでに三総て同,様の成果がえふれてお.りよ室戸岬でも大西洋基地鮪漁船にか
んして賃金の一部固定給化がえられており，全国漁船々員の50％かそれの適用をうけていたとい,わ
れるから船主の考えも変りつつあった．同志会は全国の漁船々員組合の援助，全日本海員組合から
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の斗争積立金８億円の援助を背景に，協約破棄，頑迷な船主にたいする集中攻撃，顧問弁護士団の
組織，遵法斗争，全船ストの脅威によって新らしい労働.協約をかちとったのである゛．
　こうして結ばれた「室戸岬鮪船労嗇協約」は‾2％ページ¨におよび，「覚書」等をふくめる･と260ペ
ージにたっした．それはひとつには，漁船の特殊事情から協約の各条文にくわしい「統一解釈」を
　「質問」と「解釈」という形式でつけくわえる.という異例の措置をとっ,たためであ.る..（なお，さ．
いきん新聞紙上で問題になる39トン型はこの協約の賃金の適用をうけていない.），　　　　’.
協約によれば賃金体系はつぎのようになる．
固定給
上図からとくに固定給と生産奨励金をぬ考だせ･ばつぎの･図･が1う･まれる７
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　まず固定給の分析にとりかかろう．固定給は漁獲の有無多少とは無関係に:支払われる．
　固定給は基準賃金と乗船手当とからなりたち，基準賃金は本給と乗船手当にわかれる.　‥
　200トン未満の漁船の固定給表をつぎのページにしめそう．　　　　　　　　　　　‥．
　表のなかに基準係数という項目かおるが，これはのちに協約書から削除されたごここでは便宜上
その項目を復活した．
　この基準係数は労働の格付けを直接しめすものであるか，それ,とも代数のごとく賃金の係数であ
るこ･とによって消極的に労働の格付けをしめすものであるか／この疑問を念頭において考察してい
こう．それが労働の格付けに近ければ近いほど，基金説的現実の打破に役だつ･　　‥‥‥‥　　　‥ｼ
　基準係数2.0とL9.の漁横長および機関長をのぞいて，本給では甲板員が係数1.‘Oで12,000円i'係
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固定給表　（単位円）
＼回
・ミ＼
基
準
係
数
－j－ 匹　　　　　１　　ｔｌ’ り4i･同　　・ EIﾖ声1｀
給
基
準
加算
Zゝ
船
手
当
基
準
加算
　乙15
　準
。賃
　企
基
準
加算
りIVl/^
　海　・
‥日･:
区当額
基
準
加算
l-l
定
給
基
準
加算
漁　揃　長 2.0
･25,000
　　？
28,000
300
4ﾂﾞ00
8,300
420
1 29,100
　　j
　36,300
720 15,900 ０
45,000
　2
52,200
720
磯　関　長 1.9
23,800
　？
24,700
90
5,750
　？
11,690
594
29,550
　？
36,390
684 13,200 ０
42ｿ50
49,590
684
船長兼甲板長 1.7
20ず00
23,100
270
4,650
　？
8,070
342
25,050
　？
31,170
612 13,200 ０
38,250
　？
44,370
612
船　　　　長
通　信　長
1.6
19,200
　？
21,800
260
3,600
6,760
316
22,800
　？
28,560
576 13,200 ０
36,000
　？
41,760
576
一航兼甲板良
一機兼操機長
1.5
18,000
　？
19,500
150
2,550
　？
6,450
390
20,550
　？
25,950
540 13,200 ０
ﾂﾞo
39,150
540
一航・甲板長
一哉・操機長
1.4
16,?00
17,900
110
4,200
　？
8,140
394
21,000
　？
26,040
504 10,500 ０
31,500
　？
36,540
504
二航・二機
冷　凍　長
1.3
15,600
　2
16,900
130
3,150
　？
6,530
338
’18,1S0
　　？
　23,430
468 10,500 ０
29,250
　？
33,930
468
衛生管理者
冷蔵長等
1.2
14,400
　？
15,600
120
2,100
　？
5,220
312
16,500
　？
20,820
432 10,500 ０
ﾂﾞoo
31,320
432
機　関　員 1.1
13,200
　？
14,300
110
ずo
3,910
286
14,250
　？
18,210
396 10,500 ０
24,750
　？
28,710
396
甲　板　員
司　厨　員
1.0
12,?00
12,900
90
2,400
　？
5,100
270
14,400
　リ
18,000
360 8,100 ０
22,500
　？
26,100
360
見　習　員 0.8
9尹o
9,900
90
2ｿ00
4,680
198
11,700
　？
14,580
288 6,300 ０
18,000
　？
20, 880
288
数格差の0.1は1,200円の金額をしめしている．
　このように簡単職種の賃金の一部を固定給化したことは従来の大仲制からの大きな進歩である．
そこから係数格差に一定金額をあてはめることによっ七ほとんどの職種の本給があきらかになる．
　それにもかかわらず，わたしとしては，形式上のことに属するかもしれないか，たとえば基準係
数1.0をベースとか，ゼロとかいう表現にあらためた方がよいと思う．そうすることによって，簡
単職種の賃金をきめれば自動的に複雑職種の賃金がきま.つてしまう現在の係数の表現方法をあらた
めたいと思う．
　なぜなら，簡単職種の賃金額と，係数格差か表示する金額とは，それぞれ別個の交渉項目になり
うるのであって，複雑職種の労働力の価値いかんによって･は，前者がたとえば12,000円であって
も，後者は1,200円以外の1,000円でも2,000円でもかまわないからである．
　本給における基準係数と賃金額のこの比例関係は形のうえでは代数に非常によく似ているといえ
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よう．
　わたしがこのように主張するのは職種間の賃金格差の縮小をねらっているためではない．基金説
的現実にあっては下級職種の賃上げは上級職種の賃下げをうむし，小企業としての鮪漁業にあって
は職種間の賃金格差力晒しろ小さくなりすぎているということも考えられる．もし職種間の賃金格
差か不当に小さければ特定め複雑職種にたいして何らかの形で賃金かだされているはずであり，事
実，この協約には実態把握の困難な幹部手当額は記されていない．また，賃金の固定化をのぞむあ
まり，賃金交渉の余地をせばめてしまうのは好ましくないといえよう．
　つぎに乗船手当であるが，これは戦時中の危険手当の遺物であるといわれる．全日本海員組合で
はこの手当を陸上労働と比較しての海上労働の特殊性にたいして支払われると解した時期をもった
ことかある．そのばあい乗船手当は本給につけくわえられるであろう．
　室戸岬でも37年，38年の協約草案で乗船手当を本給の20％，30％とした．この比率の上昇は物価
上昇を反映するものといわれた．
　しかし，むすばれた協約では乗船手当は調整給の性格をもつ．ここにいう調整とは物価上昇にた
いする調整や本給にたいする調整ではない．航海日当につけくわえて，固定給を調整するという意
味である．
　このへんの事情をしるためには航海日当の変遷をみなければならない．
　乗船手当は昭和16年に臨時航海手当としてうまれ，20年に応徴船員給与規則により臨時乗船手当
という名称にかわった．戦後29年，全日本海員組合は勤労所得にたいする課税額を減ずるために乗
船手当の半ばを航海日当とし，国税庁の非公認の認可をえて,旅費として免税させることになった．
　同志会はこの海員組合の成果に便乗して航海日当をもうけ,免税措置をとらせることに成功した．
　こうしてうまれた航海日当（日額）はつぎの金額になっている．
　航海日当額は航海区域と本給の大いさ
によって左右される．協約では200トン
未満か３区，それ以上が４区を航海する
ものとされている．みられるように航海
,日当決定の基準になる本給額は数千円ご
とにきざまれているため，本給のわずか
のちがいが，航海日当月額で大きいひら
きを生ずることになる．
　さきにみたが，協約草案では本給にそ
　　　　　　　　　　-一一二二で¬ドニ汗　区　１　４　　　区
　　　　　　　　　　　-
7,500円未満
7,500円以上
10,000　ｚ/
13,000　//
18,000　//
25, 000　/／
35,000　/／
160円
210
270
350
440
530
620
????????????
れの30％の乗船手当がつけくわえられて基準賃金かうまれ，それに航海日当がプラスされて固定給
となる．この方法では最終的に固定給は基準係数に合致しない．しかし本給，乗船手当，固定給は
基準係数のしめす職種の序列をみだすことはない．
　ところが協約では係数1.0の甲板員と1.1の機関長の乗船手当は2,400円と1,050円になり，そのた
めに基準賃金は14,400円と14,250円というふうに逆になる．しかし航海日当がくわえられるとかれ
らの序列はもとどおりになる．
　たんにそれだけではない．甲板員の固定給に基準係数を乗ずることによってすべての職種の固定
給がえられるように仕組まれている．
　乗船手当が調整給と称せられるのは上の事情をさすのである．
　しかし，年間40日ぐらいになる在港，水揚・積込日および有給休暇の賃金は，航海日当ぬきの基
準賃金からわりだされるのであり，基準賃金での職種序列のみだれは，なにかの形で調整されると
しても，不合理といわざるをえない．
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　38年協約草案にかんして同志会は「賃金の基本自的はこの基準賃金すなわち生活給というところ
にある」とのべだが,･協約での乗船手当の性格からみてこの線はくずれたといえよう．
　基準係数と固定給の上の関係は.徹底しており，本綸で基準係数からはなれていた漁礁長と機関長
も固定給では係数に合致している．
　さらに経歴加算にかんしても基準係数についてこまかい配慮がなされている．
　本給と乗船手当は経歴加算がみとめられてお,り，そのために固定給は範囲給の形をとっている．
　このばあいの経歴とは船長であれば船長にな,つてからめ経歴である．職種別賃金としてはそれは
当然である．もしかれの経歴が甲板員時代から計算さ1れ･るのであれば，その賃金は年功序列賃金に
ちかづいたであろう．
　ところで，この「経歴加算は同一船（同一船主をふくむ）乗船を１年基準とする．但し他船での
経歴は同一職種2ヽ年をもって１年と換算（凭倍数）した基準として考慮され船主が運用し決定す
る.」鮪漁船では家族主義的な協力か集団の作業能率をたかめ，海難などをふせぐので，同―船で
め経歴がおもぐみられるという．（しかし家族主義的大仲制は逆に海難を助長している.）
へさ七各職種の経歴加算額は本給にかんしては，基準係数の増大とともに増大するだけであって，
加算額には基準係数にみあった比例関係は存しない．しかし各職種の固定給での加算額は甲板員の
加算額に基準係数を乗じたものとなる．
　つまり，経歴Ｏ年の甲板員の固定給に基準係数を乗ずれば各職種の範囲固定給の下限の額が算出
できるｙその上限にかんしても同様である．，
゛･ここでも基準係数はしつよ乱こまも･られる．　ｿ．’
　つぎに固定給のトン型格差にうつろう.　　　　　　．
　　　　　　　　　　　　　　4/　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　/ふ丁-ﾐJ/.｀--/・室戸岬では39トン型等の木船はこの賃金協約にふくまれていない．トン型格差は200トン未満と
.それ以上のもののあいだに発生する．　　　　　　　　，
　両者の本給には賃金格差はない．
　航海日当ではさきにえがいたように200トン未満とそれ以上とのあいだで航海区域にちがいがあ
るとされ，そこから航海日当にトン型格差が生ずる．
　もともと航海日当は、労働の差異などとあまり関係のない、便宜的な､も４ﾆ口あった
格差にふかくたちいるのは意味がないといえよう．＿　　一.･-.､､1．４．ｓ､.-
だから.この
ﾊﾞこだ･ｃ°航緋|当゜格差は‥゛ごこび乗少手で２変声尋ぷ亘已最終的Ｋ這基弗珍懲によら｀’
て固定給が調整されるため，固定給でトン型格差があらわれてくる．
　最終的に固定給でトン型格差がうまれるのであれば，本給で額を統一したのはあまり意味がない
ように思えるかもしれない．しかしわたしの考えでは，やはりできることなら本給での格差発生は
さけるべきだと思う．さらに，できることなら基準賃金でも格差をさけるべきであったと思う．残
念ながら，例の乗船手当のために，機関員の基準賃金は200トン未満で14,250～18,210円, 200トン
以上で14,070～18,360円となり，範囲給の下限は前者よりも後者がiひぐくなっている．
　このようにしてまで固定給で基準係数をまもろうとするのは，基準係数が労働の格付けの係数で
あるためだろうかL　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’I
　そうではなくて，それは大仲制の代数の影響によるものと思われる．
　もし基準係数か格付けの係数であれば，協約草案のごとき賃金体系がうまれたことであろう.
‘’その草案はお毛らく灘志会の本来の主張を卒直にあらわじていたにぢがいない．しかし，他人の
賃金の何倍という形で賃金をうけとる大仲歩合給制になじんできた船員にあっては，従来からの慣
習でもっぱら手取り賃金のみに関心をよせる傾向があったのではなかろうか．
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　基準係数は代数とおなじく消極的にしか労働の格付けを反映していない．しかし従来の代数とち
かってその係数は労働の格付けの係数として自己を確立するための過程にある．
　そのように判定できるのは，そ.の係数が固定給制とむすびついているからである，
　固定給の確立は，結果的には第一に，運航などのいわゆる無償労働の巾をせばめるのに役だち，
第二に，根本的に不安定であった賃金の一部を固定させ，それに職種別賃金の荊芽ともいうべき意
味をもたせたのである．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　二の二
　つぎに賃金のもうひとつの柱，生産奨励金をみよう．
　生産奨励金は歩合給とは一応区別されている．それはたんなる歩合給ではなくて，一定水準をこ
える水揚高にたいする歩合給である．室戸岬では最低水準の水揚高は過去の最低水揚高を参考にし
ているのでその水準はけっして高くない.
　―船―航海の生産奨励金は水揚高から流失縄積立金（水揚高の２％に固定）をさしひいたものに
所定の生産奨励金串を乗じてえられる．
　海迎局の見解でも，この水揚金額を水揚数量に変更するのがのぞましいとされている．鮪漁業に
あっては労働の量と漁獲は比例しないことが多いが，魚価の変動によって奨励金が左右されるのに
くらべると，数量にもとづくそれの方がよい．（そのための条件は熟していない.）
　―航海の生産奨励金を船員個人のもつ配分系数（それは基準係数ではない）の合計で除すれば，
配分系数1.0の甲板員の生産奨励金がえられる．．
　室戸岬での生産奨励金率表は各トン型ごとに作成されており，ここに公然と賃金のトン型格差が
うまれるようにみえる．
　ちなみにそこでのトン型をみるに,40年７月１日現在室戸岬鰹鮪船主組合所属漁船75隻のうち296
トン型１隻, 289トン型５隻, 273トン型１隻> 253トン型21隻, 239トン型４隻. 192トン型14隻，
159トン型１隻■ 111トン型２隻，99トン型１隻の計50隻が鋼船で，本協約の賃金条項の適用をうけ
る．のこりの木船(99, 95トン型各１隻，39トン型23隻）はそれの適用をうけない．
　協約の生産奨励金率表は上記の鋼船のトン型を99, 159, 192, 239, 253, 258, 289の各トン型に
しぽって作成されている．
　これらのトン型ごとに一定水準をこえる水揚高にたいして奨励金率表があり，その率は水揚高の
増減におうじて増減し，航海日数の長短におうじて減増する．
　したがって生産奨励金率表はきわめて大部のものになり, 260ページの協約書のうち185ページを
しめている．
　生産奨励金串表の一部をつぎにかかげよう．（表のなかの水揚金額は現実の水揚金額の２％，流
失縄積立金をさしひいたものである.）
　　　　航海日数言よ⊇
70　日 71日　……　99日 100日　……　110日
253トン型
1,400万円
1,410
1,420
2,000
3,000
5.33 %
5.52
5.71
13.38
　E
19.64
5.15 %……0.15 %
5.54　……0.38
5.53　……0.60
13.25　……9.76
19.56　　……17.23
㎜　　-
0.20 %……-
0.43　　……一一
　E　　　　’　E　’
　:　　　　　　E
9.63　……8.38 %
　E　　　　　　:17.14 ……16.31
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-　一一一一
へ、懸ゅ
・木場金額　へ
70　日 .71日　……　99日 100日　……　110日
2-39-トシ型
1　1ﾘﾄﾞ
　　2,000
’
1　　　
3.000
6.25 96
6.44
6.62
－E
14.17
　-
6.08％……　1.23 '％
6.27　……　1.45レ
6.45　……　1.67. ■'
　E　　　　　E
14.05　　　10.65
　E　　　　　E
-　●● 〃
　　1.05％……　-
　　1.28　……　-
　　1.50　……　-
　　　E　　　　　E
　　　:　　　　　　:‘10.53 …… 9.32％
｀　　E　　　　　　E
　　　E　’　　　　E
　　一一一
　協約草案では奨励金率表に航海日数はくみいれられなかっすこ，
　水揚高を一定として，航海日数の延長を理由に奨励金かさがっても，おなじ理由から固定給が増
額され，その結果賃金がわずかに増大するように配慮されているのは，この協約の大きな特色であ
る．
　もし航海日数を無視して水揚高におうじて奨励金率をさだめたならば，生産は刺激されないであ
ろう．またもし航海日数の延長によって奨励金率がいちじるしく減,じたならば，漁挽以外の迎航労
働などをｍ視する新らしい立場はくずれるであろう．
　大仲制のもつ刺激給としての性格をこのようにして残す必要かあったか否かについては問題があ
ろう．３ヵ月をこえる不自由な航海のなかで船員が固定給の増加をのぞんで海上にあそぶとは考え
られないからである．
　しかし従来の漁携長のつよい権限かくずれつつあり，しかもかれらが労務管理に不馴れなとき，
刺激給はいぜんとして要求されるかもしれない．　　　　　　･に
　ただ賃金は船員にとって魅力のあ･るものでなけ
ればならず，その意味では，奨励金は必要であろ・
つ．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
　ところで上の奨励金率表ではトン型による奨励
金率格差もしめしておいた．
　水揚金額と航海日数を一定とすれば，大型船で’
の奨励金率は小さくなる．一般に大型船は水揚高
が大きいので，このように奨励金率を調整し，ト
ン型による奨励金格差をさけようとしているかに
みえ，さきにのべた危惧はあたらなかったようで
ある．だがこの問題はのちに意外な形で解かれる.
であろう．
　つぎに各船長めもつ奨励金の配分系数と基準係
数との関係を検討することになる．（さきにものﾆヽ
べたが基血係数は協約書から削除されている.）
両者を比較するための表を右につ､くってみた．
　なぜ基準係数と配分系数を一致させることがで
きなかったか．
基準係数． 職 種 生産奨励金配分係数
2.1一一漁　携　長－一一1.9～2.0
1.9 機　関　長一一一1.8～2.0
1.7 船長兼甲板長 1.6～1.8
　　通　信　長 1
r～1.8
1.6
｛船　　　長一1.5～1.7
ロに詔昌則１ ４ ～ １６
1.4
1.3
1.2
甲　板
一
操　機
－
???????
1｡1一一機
1 oパ
0｡8一見
???????????????
　協約では「係数内における配分は船員幹部の協議（勤務成績を基にする）により決定する」との
べている．そのために配分系数は一定の範囲をとる．しかしその範囲は基準係数をめぐって微妙な
関係にある．
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　.配分系数範囲の下限が基準係数に一致するのは見習員，司厨長，甲板員，その上限が基準係数に
ー致するのは冷凍長，衛生管理者，二等航海士，一等航海士,漁携長であり，かれらはいずれも0.1
系数の範囲をもつ．そ’の他の職種では基準係数を中心に配分係数がなりたっており，その範囲は0.2
系数である．ただし通信長牡例外で基準係数1.6にたいして配分係数は1.5～1.8である．
　現実に勤務成績によっ七その範囲のなかで配分係数をきめるばあい，いったいその範囲の上限，
下限また中間のいずれを標準的勤務にたいする基準とするか，または基準係数そのものを基準とす
るか，があきらかでない．これでは恣意による配分がいっそう容易になるであろうが，その基準を
どこにおくかは労資間および職種間の争点になろう．
　基準係数と配分係数のくいちがいは，ひとつには迎航などの労働と漁携労働とのちがいからも生
じているように思われる．
　たとえば甲板員と機関員は基準係数では1.0と1.1であるか，配分系数の下限はともに1.0である．
　もともと最下層の機閣員と甲板員はともに簡単労働市場に属するので両者の賃金の下限を同一に
することはできる．しかし運航労働では両者の労働にいくらか差異があり，機関員は甲板員の作業
を手伝いうるが，その逆は不可能である，とよくいわれるくらいに，ひとたびその職種にはいって
しまえばそのあいだの移動に制限が生ずる．このことが基準係数に0.1の格差をうみだしたにちが
いない．しかし漁櫛作業では室戸岬のはあいには両者の職務はおなじであり，そのためにそれらの
配分系数の下限かともに1.0になっているのであろう．
　また二等航海士は船舶職員法により乗船を要求されるのであって，運航にあたって当直のさいや
船長死亡のさいなどに役立つが，漁励にかんしては甲板員にちかい地位にある7この事情がかれの
配分系数を基準係数以下にしているようである．　　　　　　　　　　　　　……
　また巡航上の職務分掌では二航とならぶ甲板長は漁船の伝統的職種であり，甲板の作業ではつね
に漁掛長のつぎに位する．そのためにかれの基準係数は，漁船には不必要な存在ともいわれる二航
にくらべて0.1高く，配分系数も1.3～1.5となっているようにみえる．
　以上のように配分系数は漁掛労働にたいしてきめられるという面をもっている．
　配分系数には,また別な任務もあると思われる．
　たとえば機関員について，それは一般に甲板員にくらべて不足しているが，この労働力の需給関
係より生ずる賃金の変動は，固定給の基準係数が比較的労働の格付けとしての性格をつよめはじめ
ているので，それによっては調整できない．このようなばあい奨励金の配分係数で賃金を調整する
道がのこされていると考えられる．いうまでもなく漁船にあっては特定職種の賃金が上昇したから
といって，その職種の仕事を下請にだすことはできない．したがってそういう意味での調整機能が
賃金のいずれかにあたえられねばならない．（もっとも機関員のばあいを例にあげて，基準係数に
すでに労働力需給関係が反映させられているとみなす見解もある.）
奨励金にかんしては，ひとはそれが大仲歩合給制の縮小版であることに気づくであろう．，
　だが，さらに奨励金率そのものの算出過程をのぞく必要がある．
　奨励金率の計算はつぎのようになされた．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
　標準的水揚高から標準的大仲経費等をさしひいた残額に，大仲制当時の船主，船員間の配分率
　（既出）をかけて船員配当額（賃金）をうる．この船員配当額から固定給をさしひけば残額が奨励
金となる．こんどは逆に固定給と奨励金をくわえたものが大仲制当時の船員の配当額にたっするよ
うに奨励金率をさだめる，
　同志会の資料をみよう．
　奨励金率のもとめ方
　　1.〔水揚高－（市場手数料十漁協歩金十大仲経費）〕×大仲制,の配分率＝船員配当額
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　2.船員配当額－（固定給十回航等の賃金）＝奨励金　　　ｉ
　３．奨励金÷水揚高＝奨励金率
計算例　253トン型
　航海日数　　70～130日
　水揚高　14,000,000～30,000,000円
　　　70日14,000,000円を出発点として奨励金率を出す
　　固　　　定　　　給　　１日当り　24,984×70一日･= 1,748,880円
　　廻　　　　　　　　航　　　　　　　　　　　　　　　　　24, 984
　　在　　　　　　　　港　　　　　　　　　　　　　　　　　61,456
　　水　　揚　　積　　込　　　　　　　　　　　　　　　　　61,456
　　有　　給　　休　　暇　　　　　　　　　　　　　　　　　32,573
　　継　　続　　乗　　船　　　　　　　　　　　　　　　　　54,289
　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　1,983,638
　　　70日航海のばあい　　　　　　　　最　　低　　　　　　　　最　　高
　　水　　揚　　高　　　　　　14,000,000円　　　　30,000,000円
　　市　場　手　数　料　　　　　　　　　　420,000　　　　　　　　900,000
　　漁　　協　　歩　　金　　　　　　　　　　135,800　　　　　　　　　291,000
　　繩　　引　　当　　金　　　　　　　　　　282,685　　　　　　　　　282,685
　　大　　仲　　経　　費　　　　　　　　　5,011,665　　　　　　　　5｡011,665
　　水揚高一大仲経費等　　　　　　　　8,149,850円　　　　　　23,514,650円
　　うち船員配当額（33.5％）　　2,730,199　　　　　　7,877,407
　　固定給等（上記）　　　　　　　　1,983,638　　　　　　　1,983,638
　　奨　　　励　　　金　　　　　　　　　　746, 561　　‘･　1　　5, 893,769
　　奨　励　，金　率　　　　　　　　　5.33 96　　　　　　19.64 96
　奨励金率算出にもちいられた大半の資料は過去め実績からわりだしたものであり，協約成立の過
程での論争の種でもあった．とくに大仲経費をー定額におさえたところに問題があると，船主側は
いう．
　しかし船員側にとっても最大の問題は大仲歩合給制のわくのなかに賃金がはまりこむように奨励
金率がさだめられたところにあろう．
　この方針は一貫してつらぬかれ，奨励金率表に航海日数をもちこんだのも大仲制当時の船員と船
主のとり分をまもるためであった．
　なおさきに疑問をだしておいた奨励金のトン型格差であるか，奨励金串の算出がトン型ごとに過
去の実績にもとづいてなされるので船が大型化するほど大きい奨励金がえられるとはかぎらない．
したがってトン型による生産性格差とでもいうべき賃金格差が生ずることとなる．
　奨励金算出のための計算上の手続きをみれば.新らしい賃金形態がいぜんとして賃金基金説的現
実のなかにとじこめられていることがよくわかる，しかし賃金法則の力は最低保障給から固定給の
確立の方向へとあらわれてきている．その法則は，ある船主がいったように「時代の流れ」としか
いいようのないくらいの力をもって作用している．
　　　　　　　　　　　　　　　　二の三
　奨励金率の性格があきらかになるとともに，匠定給にもういちどたちかえる機会をえたようであ
る．
　　　　　　　　　　　賃金総額と個別賃金について　　（松井）　　　　　　　129
　従来の大仲制のわくのなかに固定給も生産奨励金もとじこめられていて，両者はだかいに牽制し
あっているのであって，この現実はきわめて賃金基金説的である．
　こうした事情があきらかとなった以上，固定給は計算技術の問題に堕してしまい，これまでの考
察がむだになったような感じがする．
　もういちど考えてみよう．
　固定給の確立によって結果的には漁礁以外の労働にたいする賃金支払いがなされるようになる．
ここから固定給が漁携以外の労働にたいして，奨励金が漁礁労働にたいして支払われるという見解
かうまれる．
　大仲制のもとでの賃金の一部を固定給となし，しかも賃金の６割程度が固定給であるべきだとな
す，海運局の指導をみても，その６割は航海日数マイナス操業日数に該当するように思われる．ま
た，すでにのべたように，固定給の基準係数と奨励金の配分係数を比較しても，前者が運航等の労
働を，後者が漁礁労働を評価しているようにみえる．
　漁船にあっては漁獲という単一の目的のために漁礁労働と運航労働があるめであって，しかもこ
の両者は機械的に分離されがたい．大仲制は漁船の大型化と航海日数の延長という段階でうまれた
にもかかわらず，その制度のもとでは迎航労働はますます無償労働と化し，水揚のすくないときな
どには，漁掛労働すらも無償となった．現段階ではもはや運航面での技術の向上は漁業労働の生産
性の向上を意味していない．そのために運航労働が必然的に重視されるにもかかわらず，それが賃
金に反映させられないような賃金支払いの仕組みとして大仲制が役立っていた．
　いったい大仲制の代数にあっても漁礁以外の労働は無償であったか．そうではなかろう．むしろ
賃金は労働の区分なしにー括払いされていたのであって，いわば漁拗労働はそれ以外の労働によっ
て薄められていたとみるのが正しいであろう．
　したがって，この大仲歩合給制の伝統をひく現在の賃金にあってもすべての労働にたいして賃金
が一括払いされているのであって，たまたま賃金体系内の操作によって，その一部が固定給化して
いるにすぎないのである．
　だから漁携労働とそれ以外の労働についてそれぞれ別個の係数かあたえられている現在にあって
も，運航等の労働に固定給，漁携労働に奨励金か支払われるとみるのは正しくないように思われ
る．やはり漁獲という単一の目的のなかで迎航と漁礁の双方の労働の格付けを一括して，それに賃
金をあてがうべきであろう．このことは二つの労働をそれぞれ別個に評価することをさまたげるも
のではない．むしろ評価は別個になされるのが当然である．そうして，まさにこの方法によっての
み運航労働が漁携に不可欠のものとして格付けされることになろう．
　さらに固定給が時間賃金であり，奨励金が個数賃金である，と解する見解もうまれている．
　もし職種別の標準労働が設定され，それにたいして固定給が支払われ，それをこえる労働にたい
して割増手当か支払われるのであれば，それは時間賃金制である．しかし現実には海運局の指導で
賃金のわずかに６割程度が固定給となるのであるから，標準的労働にたいする賃金額のなかには固
定給の全額と奨励金の一部がはいることになる．奨励金が小さくなれば標準的労働に対応する賃金
額をわること･もあろう．したがってここには罰金制がある．ただし，この罰金制は，じつは，標準
以下の労働にたいするものではなくて，標準以下の生産高にたいするものである．しかもその生産
高は魚種や鮮度によっても異なるのである．
　したがって固定給付き奨励金制は個数賃金制であり，その面でも大仲歩合給制の系列にあるとい
えよう．
　ただ現在のところ，過去の実績から標準になる水揚高がわりだされており，その標準の低さに対
応して低い固定給がうまれているようにもみえる．
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　いうまでもなく個数賃金制を時間賃金制にきりかえるのはきわめて･困難であるか，その困難は労
働者側の態度に原因かある．室戸岬のはあいはどうなるか，興味ぶかい問題である．
　ただし賃金は船員にとって魅力のあるものでなければならず，また時間賃金制にたどりつくには
種々の条件（たとえば運航面での現在の技術導入に匹敵するような漁携作業.そのもめの技術革新）｀
が必要であるので，時間賃金制の採用をいそぐことには疑問かある．
　さいごに固定給付き奨励金制のなかで，基準賃金または固定給は最低保障給に該当するであろう
か．
　この問題についてはすでにふれてきた．
　とくに基準賃金にかんしては乗船手当か航海日当にたいする調整給となったために最低生活保障
の線はくずれた．（国税庁相手の航海日当問題は解決,が困難である.）
　一般に最低保障給の延長そのものに固定給がうまれたように理解されているが，しかし固定給は
大仲歩合給制とはちがった真の職種別標準賃金に発展する可能性をもっており，たんなる最低保障
給の意味をこえたものである．
　固定給成立の過程で同志会がある期間，最低保障給に熱中し．固定給を軽視したことをのちに反
省しているが，このことは固定給と最低保障給のちかいを暗示しでいる．
　賃金総額の６割程度という固定給ではいずれは最低保障か不可能になるにちがいない．生産奨励
金をふくめた賃金額でも完全な最低保障をなしうるか疑わしい．なぜなら生産奨励金は生活資料の
価格の上昇にスライドする機能をもっておらず，それは鮪の価格にスライドするのみであるからで
ある．
　したがって固定給に一部の奨励金をつけくわえたjものが最低保錦給として要求されることも当然
ありうる．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　お　わ　り　に
　室戸岬鮪漁船員の賃金体系の分析をおえるにあだって，その賃金基金説的現実をうちやぶるため
の具体的な勣きをひろってみよう．
　その一つは固定給部分の全般的引上げの要求である．とくに船舶職員法により乗船させられる航
海士等の職員の固定給は漁船以外のかれらの賃金水準に=ひきつけられ，全体の賃上げに役だつ．
　その二は最低保障給の設定をふたたびもとめる要求マある．
　同志会は協約交渉の過程で年間の賃金をプールして月当り３万円の最低保障給があたえられるよ
う要求したが，船主側はそれが固定給とならんで無意味な二重保障をもたらすと反対し，その案は
協約にもられなかった．
　そのごの物価上昇はこの問題をふたたびむしかえすであろうが，そのもつ意義は大きいといえよ
う．
　その三は特定職種による部分的な係数改訂要求である．
　いうまでもなく賃金基金説的現実にあってはこの要求はきわめて深刻な問題となる．ある職種の
賃上げが他職種の賃金を引下げるからである．一例をあげよう．
　協約では通信長の基準係数は1.6,配分系数は1.5～1.8である．これを1.7～1.9にあらためよ，
という要求がある．
　さいきんの鮪遠洋漁業では通信長は一般的な業務のほかに，漁況（200トン級では大西洋方面に
かんする漁況も必要）や魚価についての情報をあつめ，二級通信士ともなればレーダー士もかねる
ことになり，漁描長の片腕になっている．さらに漁船のばあい，機器の運用，保守などの任務をか
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せられるが，通信長には交代要員も助手もいない．船によって事情がことなるが航海計器の修理を
おこなうこともおる／
　通信長の配分係数引上げ要求は上の職務内容を背景にしている．
　だが，奨励金における･かれの配分係数引上げは他の職種の賃金をさげることになる．
　固定給にかんしても問題かおる．
　通信士はその資格をうるのに経験年数１年を要するにすぎず，その育成には２ヵ月を必要とする
のみである．ところが室戸岬では通信士の等級別賃金をさだめていないために，すべての等級の通
信士は通信長という職種に一括される．通信士はその資格をえたときから通信長であり，経歴加算
が大きくなる．（それにたいして機関長などは，機関長になったときからの経歴が計算される.）
　したがって，もし奨励金の配分係数の引上げが固定給の基準係数にも影響するようなことがあれ
ば，かれの賃金はきわめて大きいものになろう．
　だか通信長の係数引上げ要求はもっと根深いものかおる．
　じつは室戸漁業用海岸局に所属する無線士は室戸電友会という会員200名の親睦団体をもってい
る．室戸市内には室戸（室戸港）と室戸岬（津呂港）の双方に船主組合と労働組合がそれぞれ別個
に組織されているか，この二つの労働組合はいわば地域別に組織された縦断的業種別組織である．
それらにたいして電友会は親睦団体にすぎないが，大げさにいえば両地域にまたがる横断的職業別
組織である．
　電友会は漁業無線技術の向上.と会員の親睦をはかり，漁獲の向上をくわだてる目的をもつが，す
でに室戸（岬にあらず）船員組合に代数引上げ要求を提出し，両地域の通ｲ言長の賃金を同一にする
よう要望している．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●
　この職種別の賃金引上が要求は，同志会としては慎重に処理しなければならない.’それは労働の
格付けを通じて賃金基金説的現実をうちやぶるための挺にもなりうるのである．
　その四は職務分掌明確化に併行する労働の格付けの要求である．
　大正10年代の創立当初から運航と漁櫛の理論と実際の学習を尊重してきた船舶職員同志会を前身
とする，現在の同志会にあっては，大仲制の代数の伝統もひきついで，労働の質による格づけに関
心をもっている．
　もともと労働の格付けとは質による格付けを意味するのである．また鮪漁船員の労働にあっては，
技術的にいっても量よりも質の方が評価しやすい．（この点については後日また論ずることにした
い.）
　そのかわり，簡単職種甲板員の労働は陸上の簡単職種と労働の量の面で比較されねばならない‥
この比較は本給，乗船手当，航海日当を再検討する機会をあたえるであろう．
　陸上労働との比較，職種間の労働の比較を通じて，労働の格付けをおこなわなければ，ある職種
の賃上げは他職種の賃下げをもたらすのみで賃金基金説的現実を打破することはできない．
　賃金基金説的現実の打破についての見通しをこのようにのべることができる,のは固定給がその内
部に芽生えたからである．それはまだ大仲制の殼のなかにあるが，長い時間をかけてかならずその
殼をうちやぶるであろう．賃金法則についての理論がそれを保証する．
　ただし，その過程で定員がまもられねばならない．現在の賃金体系では，人員削減は船員にたい
して奨励金の面での賃上げを，船主にたいしては固定給の面での賃金節約をあたえる．もし高い賃
金がえられても定員削減あるいは定員不足か生ずるならば，それは賃金基金説的現実の再編成とい
わねばなるまい.
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(昭和40年９月30日受理)

